
 

オンライン利用率引上げに係る基本計画（令和３年９月２２日） 

 

府省名 国土交通省 

対象事業名 保障契約情報の事前通報 

 

１．対象手続一覧 

手続ＩＤ 手続名 手続類型 手続主体 
手続の 

受け手 

総手続件数 

(令和元年度) 

オンライン 

手続件数 

(令和元年度) 

オンライン

利用率 

(令和元年度) 

オンライン 

利用率目標 

取組期間 

(達成期限) 

31905 保障契約情報の事

前通報 

申請等 国民等 国 113,646 件 49,133 件 43.2％ 60％ 令和８年度

末 

          

          

          

          

          

          

          

※オンライン利用率目標・取組期間の設定は事業内の主要手続のみとする。 

  

別紙１－②＜様式１＞ 



２．対象事業の概要 

 

船舶油濁等損害賠償保障法に基づき、我が国に入港しようとする特定の船舶より、入港予定日の前日の正午までに、当該特定船舶の名称、

船籍港、当該特定船舶に係る保障契約の締結の有無等について、入港地を管轄する地方運輸局等あてに通報を行うもの。 

 

 

 

 

 

 

 

３．対象事業のオンライン化の状況（対象事業自体がオンライン化未実施の場合は、オンライン化までのスケジュールを記載） 

 

 オンライン化は既に実施済。 

 申請件数約 11.4 万件のうち、約 4.9 万件（43％）がオンライン申請。 

 

 

 

 

 

 

 

 



４．手続の概要、目標値、課題、アクションプラン 

＜4－1＞ 

手続名 

 

 

各手続の 

概要 

【概要】 

船舶油濁等損害賠償保障法に基づき、我が国に入港しようとする特定の船舶より、入港予定日の前日の正午までに、当該

特定船舶の名称、船籍港、当該特定船舶に係る保障契約の締結の有無等について、入港地を管轄する地方運輸局等あてに通

報を行うもの。 

【年間総手続件数（令和２年度）、 オンライン利用率（令和２年度を含む過去５年間）】 

 年間総手続件数：108,135 件（令和２年度） 

  オンライン利用率 令和２年度：46.5％  令和元年度：43.2％  平成 30年度：40.7％  

平成 29 年度：35.8％  平成 28 年度：33.4％ 

保障契約情報の事前通報 



オンライン

利用率目標・

取組期間と

設定の考え

方 

（主要な手

続について

目標設定）※

調査中の場

合でも想定

目標値を記

載 

【目標】 

 

【取組期間（達成期限）】 

 

【目標・期間設定の考え方】 

令和８年度末にオンライン利用率を 60％に目指すことを目標とする。 

  

令和８年度末 

オンライン利用率 60％ （保障契約情報の事前通報） 
オンライン利用率 ＝ ＮＡＣＣＳ等による通報件数 / 全通報件数 



オンライン

利用率を引

き上げる上

での課題と

課題解決の

ためのアク

ションプラ

ン① 

 

課題 ＮＡＣＣＳの概要や使用方法が浸透していない。 

中間 KPI 【目標・達成期限】令和６年度末までにオンライン利用率を約 55％に引き上げる。 

【KPI の定義】 

アクション

プラン a 

【取組内容】 

ＮＡＣＣＳに関する講習会の実施 

【取組期限（期間）】令和４年度末 

アクション

プラン b 

【取組内容】 

船舶代理店や地方運輸局窓口にＮＡＣＣＳ利用マニュアル等を配布。 

【取組期限（期間）】令和４年度末 

 
オンライン

利用率を引

き上げる上

での課題と

課題解決の

ためのアク

ションプラ

ン② 

課題 ＮＡＣＣＳの利用手続が煩雑。 

中間 KPI 【目標・達成期限】令和６年度末までにオンライン利用率を約 55％に引き上げる。 

【KPI の定義】オンライン利用率 ＝ ＮＡＣＣＳ等による通報件数 / 全通報件数 

アクション

プラン a 

【取組内容】 

利用者に対するアンケートの実施。 

【取組期限（期間）】令和４年度末 

アクション

プラン b 

【取組内容】 

アンケート結果を踏まえ、改善策を検討。 

【取組期限（期間）】令和５年度末 

 

 

オンライン利用率 ＝ ＮＡＣＣＳ等による通報件数 / 全通報件数 



５．スコアカードの更新頻度と公表方法 

 スコアカードを１年ごとに更新・公表する。 

 

 

 

 

 

６．利用者目線での第三者チェックの方法と時期（少なくとも年に１回チェックを受け、チェックの概要等については公表する） 

 利用者にアンケート調査を行い、利用者のニーズを把握する。 

 

 

 

 

 

７．基本計画の見直し 

取組の計画や進捗状況を把握し、必要に応じて取組内容を修正するなど、基本計画の改定を行う。 

 

 

 

 

 

 

 


